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第４章 県民経済計算・市町村民経済計算

この章には、県民経済計算、市町村民経済計算に関する統計を掲載している。

県民経済計算には、県内総生産（生産側）（名目、実質：連鎖方式）、県民所得（分配）、県内

総生産（支出側、名目）、経済活動別県内産出額等について掲載している。資料は、県統計分析課

「青森県県民経済計算・市町村民経済計算」による。

市町村民経済計算には、市町村内総生産、市町村民所得について掲載している。資料は、県統計

分析課「青森県県民経済計算・市町村民経済計算」による。

図４ 経済成長率と１人当たり県民所得の推移

△
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第４章 県民経済計算・市町村民経済計算

１ 県 内 総 生 産 生 産 側 、 名 目

（単位：百万円，％）

増加

寄与度

　資料　県統計分析課「平成26年度青森県県民経済計算」

    注： 1 この表のうち、構成比については、合計（県内総生産）を１００として算出している。

　　　　 2 基礎資料や一部推計方法等の変更により、平成１３年度まで遡って改訂したため、以前の年鑑の数値とは接続しない。

小　　　　　　　　　計

輸入品に課される税・関税

（控 除）総資本形成に係る消費税

合　　　　　　　　　計

政 府 サ ー ビ ス 生 産 者

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

サ ー ビ ス 業

公 務

対 家 計 民 間 非 営 利 サ ー ビ ス 生 産 者

金 融 ・ 保 険 業

不 動 産 業

運 輸 業

情 報 通 信 業

サ ー ビ ス 業

鉱 業

製 造 業

建 設 業

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

卸 売 ・ 小 売 業

項　　　目

産 業

農 業

林 業

水 産 業

年　　　度 実　　　　　額 増    加    率 構　　成　　比



第４章 県民経済計算・市町村民経済計算

１ 県 内 総 生 産 生 産 側 、 名 目

（単位：百万円，％）

増加

寄与度

　資料　県統計分析課「平成26年度青森県県民経済計算」

    注： 1 この表のうち、構成比については、合計（県内総生産）を１００として算出している。

　　　　 2 基礎資料や一部推計方法等の変更により、平成１３年度まで遡って改訂したため、以前の年鑑の数値とは接続しない。

小　　　　　　　　　計

輸入品に課される税・関税

（控 除）総資本形成に係る消費税

合　　　　　　　　　計

政 府 サ ー ビ ス 生 産 者

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

サ ー ビ ス 業

公 務

対 家 計 民 間 非 営 利 サ ー ビ ス 生 産 者

金 融 ・ 保 険 業

不 動 産 業

運 輸 業

情 報 通 信 業

サ ー ビ ス 業

鉱 業

製 造 業

建 設 業

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

卸 売 ・ 小 売 業

項　　　目

産 業

農 業

林 業

水 産 業

年　　　度 実　　　　　額 増    加    率 構　　成　　比

２ 県内総生産 生産側、実質：連鎖方式 －平成１７暦年連鎖価格－

増　加

寄与度

－ － － － －

　資料　県統計分析課「平成26年度青森県県民経済計算」

    注： 1 連鎖方式では加法整合性がないため、総数と内訳の合計は一致しない。

　　　　 2 基礎資料や一部推計方法等の変更により、平成１３年度まで遡って改訂したため、以前の年鑑の数値とは接続しない。

鉱 業

（単位：百万円，％）

年　　　度 実　　　　額 増    加    率 デフレーター

項　　　目

産 業

農 業

林 業

水 産 業

サ ー ビ ス 業

製 造 業

建 設 業

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

卸 売 ・ 小 売 業

金 融 ・ 保 険 業

不 動 産 業

運 輸 業

情 報 通 信 業

サ ー ビ ス 業

政 府 サ ー ビ ス 生 産 者

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

開　　　　　　　　　差

公 務

対 家 計 民 間 非 営 利 サ ー ビ ス 生 産 者

小　　　　　　　　　計

輸入品に課される税・関税

（控 除）総資本形成に係る消費税

県　 内　 総　 生　 産



第４章 県民経済計算・市町村民経済計算

３ 県 民 所 得 （ 分 配 ）

ａ

ｂ

ａ

ｂ

ａ

ｂ

①

ａ

ｂ

②

③

④

ａ  受         　　                     取

ｂ  支         　　                     払

ａ 非 金 融 法 人 企 業

ｂ 金 融 機 関

ａ 非 金 融 法 人 企 業

ｂ 金 融 機 関

ａ 農 林 水 産 業

ｂ そ の 他 の 産 業

ｃ 持 ち 家

　　注：基礎資料や一部推計方法等の変更により、平成１３年度まで遡って改訂したため、以前の年鑑の数値とは接続しない。

県 民 所 得 （ 市 場 価 格 表 示 ）

　資料　県統計分析課「平成26年度青森県県民経済計算」

県 民 所 得 （ 要 素 費 用 表 示 ）

生 産 ・ 輸 入 品 に 課 さ れ る 税
（ 控 除 ） 補 助 金

賃 貸 料 （ 受 取 ）

対 家 計 民 間 非 営 利 団 体

企 業 所 得 （ 分 配 所 得 受 払 後 ）

民 間 法 人 企 業

公 的 企 業

個 人 企 業

保 険 契 約 者 に帰 属 する財産 所得

財 産 所 得 （ 非 企 業 部 門 ）

受 取

支 払

一 般 政 府

受 取

支 払

家 計

利 子

受 取

支 払

配 当 （ 受 取 ）

雇 主 の 帰 属 社 会 負 担

（単位：百万円，％）

年　　　度 実　　　　　額 増　　加　　率 構　　成　　比

項　　　目

県 民 雇 用 者 報 酬

賃 金 ・ 俸 給

雇 主 の 社 会 負 担

雇 主 の 現 実 社 会 負 担



第４章 県民経済計算・市町村民経済計算

３ 県 民 所 得 （ 分 配 ）

ａ

ｂ

ａ

ｂ

ａ

ｂ

①

ａ

ｂ

②

③

④

ａ  受         　　                     取

ｂ  支         　　                     払

ａ 非 金 融 法 人 企 業

ｂ 金 融 機 関

ａ 非 金 融 法 人 企 業

ｂ 金 融 機 関

ａ 農 林 水 産 業

ｂ そ の 他 の 産 業

ｃ 持 ち 家

　　注：基礎資料や一部推計方法等の変更により、平成１３年度まで遡って改訂したため、以前の年鑑の数値とは接続しない。

県 民 所 得 （ 市 場 価 格 表 示 ）

　資料　県統計分析課「平成26年度青森県県民経済計算」

県 民 所 得 （ 要 素 費 用 表 示 ）

生 産 ・ 輸 入 品 に 課 さ れ る 税
（ 控 除 ） 補 助 金

賃 貸 料 （ 受 取 ）

対 家 計 民 間 非 営 利 団 体

企 業 所 得 （ 分 配 所 得 受 払 後 ）

民 間 法 人 企 業

公 的 企 業

個 人 企 業

保 険 契 約 者 に帰 属 する財産 所得

財 産 所 得 （ 非 企 業 部 門 ）

受 取

支 払

一 般 政 府

受 取

支 払

家 計

利 子

受 取

支 払

配 当 （ 受 取 ）

雇 主 の 帰 属 社 会 負 担

（単位：百万円，％）

年　　　度 実　　　　　額 増　　加　　率 構　　成　　比

項　　　目

県 民 雇 用 者 報 酬

賃 金 ・ 俸 給

雇 主 の 社 会 負 担

雇 主 の 現 実 社 会 負 担

４ 県 内 総 生 産 支 出 側 、 名 目

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

ｆ

ｇ

ｈ

ｉ

ｊ

ｋ

ｌ

ａ

ア 住 宅

イ 企 業 設 備

ｂ

ア 住 宅

イ 企 業 設 備

ウ 一 般 政 府

－ －

ａ － －

ｂ － －

　　注：基礎資料や一部推計方法等の変更により、平成１３年度まで遡って改訂したため、以前の年鑑の数値とは接続しない。

（単位：百万円，％）

                    年　　　度 実　　　　　額 増　　加　　率 構　　成　　比

娯 楽 ・ レ ジ ャ ー ・ 文 化

　項　　　目

民 間 最 終 消 費 支 出

家 計 最 終 消 費 支 出

食 料 ・ 非 ア ル コ ー ル 飲 料

ア ル コ ー ル 飲 料 ・ た ば こ

被 服 ・ 履 物

住 居 ・ 電 気 ・ ガ ス ・ 水 道

家 具 ・ 家 庭 用 器 具 ・ 家 事 サ ー ビ ス

保 健 ・ 医 療

交 通

通 信

民 間 企 業

公 的 企 業 （ 公 的 企 業 ・ 一 般 政 府 ）

教 育

外 食 ・ 宿 泊

そ の 他

対 家 計 民 間 非 営 利 団 体 最 終 消 費 支 出

政 府 最 終 消 費 支 出

総 資 本 形 成

総 固 定 資 本 形 成

民 間

公 的

在 庫 品 増 加

財 貨 ・ サ ー ビ ス の 移 出 入 純 ）
・ 統 計 上 の 不 突 合

     県  民  総  所  得   （ 市 場 価 格 ）

　資料　県統計分析課「平成26年度青森県県民経済計算」

（1）財  貨 ・ サ  ー  ビ  ス  の  移  出  入（純）

（2）統     計     上     の     不     突     合

県 内 総 生 産 （ 支 出 側 市 場 価 格 ）

県 外 か ら の 所 得 （ 純 ）



第４章 県民経済計算・市町村民経済計算

５ 経済活動別県内産出額の推移

　

  資料　県統計分析課「平成26年度青森県県民経済計算」

　　注： 基礎資料や一部推計方法等の変更により、平成１３年度まで遡って改訂したため、以前の年鑑の数値とは接続しない。

合　　　　　　　　　計

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

サ ー ビ ス 業

対 家 計 民 間 非営 利サービス生 産者

小　　　　　　　　　計

輸 入 品 に 課 さ れ る 税 ・ 関 税

（控 除）総資本形成に係る消費税

公 務

運 輸 業

情 報 通 信 業

サ ー ビ ス 業

政 府 サ ー ビ ス 生 産 者

項　　　目

産 業

農 業

林 業

水 産 業

鉱 業

製 造 業

建 設 業

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

卸 売 ・ 小 売 業

金 融 ・ 保 険 業

不 動 産 業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

                    年　　　度
平成22年度



第４章 県民経済計算・市町村民経済計算

５ 経済活動別県内産出額の推移

　

  資料　県統計分析課「平成26年度青森県県民経済計算」

　　注： 基礎資料や一部推計方法等の変更により、平成１３年度まで遡って改訂したため、以前の年鑑の数値とは接続しない。

合　　　　　　　　　計

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

サ ー ビ ス 業

対 家 計 民 間 非営 利サービス生 産者

小　　　　　　　　　計

輸 入 品 に 課 さ れ る 税 ・ 関 税

（控 除）総資本形成に係る消費税

公 務

運 輸 業

情 報 通 信 業

サ ー ビ ス 業

政 府 サ ー ビ ス 生 産 者

項　　　目

産 業

農 業

林 業

水 産 業

鉱 業

製 造 業

建 設 業

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 業

卸 売 ・ 小 売 業

金 融 ・ 保 険 業

不 動 産 業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

                    年　　　度
平成22年度

６ 県 民 経 済 計 算 関 連 指 標 の 推 移

百万円

対 前 年 度 増 加 率 ％

百万円

対 前 年 度 増 加 率 ％

百万円

対 前 年 度 増 加 率 ％

百万円

対 前 年 度 増 加 率 ％

名 目 ％

実 質 （ 生 産 側 、 連 鎖 方 式 ） ％

千　円

対 前 年 度 増 加 率 ％

千　円

対 前 年 度 増 加 率 ％

千　円

対 前 年 度 増 加 率 ％

千　円

対 前 年 度 増 加 率 ％

千　円

対 前 年 度 増 加 率 ％

千　円

対 前 年 度 増 加 率 ％

人

対 前 年 度 増 加 率 ％

人

対 前 年 度 増 加 率 ％

人

対 前 年 度 増 加 率 ％

　　注：1 総人口については、平成22年度は総務省「国勢調査」、それ以外の年度は総務省「国勢調査結果による補間補正人口」

（各年10月1日現在）による。
　　     2 基礎資料や一部推計方法等の変更により、平成１３年度まで遡って改訂したため、以前の年鑑の数値とは接続しない。

項　　　目

年　　　度
単　位 平成22年度

経 済 成 長 率 （ 内 ベ － ス ）

１ 人 当 た り 関 連 指 標

人 口 １ 人 当 た り 県 民 所 得

人 口 １ 人 当 た り 可 処 分 所 得

人 口 １ 人 当 た り 民 間 最 終 消 費 支 出

主 要 指 標

県 内 総 生 産 （ 生 産 側 、 名 目 ）

県 内 総 生 産 （ 生 産 側 、 実 質 ： 連 鎖 方 式 ）

県 民 所 得 （ 要 素 費 用 表 示 ）

可 処 分 所 得

人 口 １ 人 当 た り 家 計 最 終 消 費 支 出

　資料　県統計分析課「平成26年度青森県県民経済計算」

雇 用 者 １ 人 当 た り 雇 用 者 報 酬

就 業 者 １ 人 当 た り 県 内 純 生 産 （ 要 素 ）

人 口 等

総 人 口

雇 用 者 数 （ 県 民 ベ ー ス ）

就 業 者 数 （ 県 内 ベ ー ス ）
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７ 市 町 村 内

電気・ガス 卸売・ 金融・

・水道業 小売業 保険業

県 民 経 済 計 算

＜ 市 部 ＞

青 森 市

弘 前 市

八 戸 市

黒 石 市

五 所 川 原 市

十 和 田 市

三 沢 市

む つ 市

つ が る 市

平 川 市

＜ 東 津 軽 郡 ＞

平 内 町

今 別 町

蓬 田 村

外 ヶ 浜 町

＜ 西 津 軽 郡 ＞

鯵 ヶ 沢 町

深 浦 町

＜ 中 津 軽 郡 ＞

西 目 屋 村

＜ 南 津 軽 郡 ＞

藤 崎 町

大 鰐 町

田 舎 館 村

＜ 北 津 軽 郡 ＞

板 柳 町

鶴 田 町

中 泊 町

＜ 上 北 郡 ＞

野 辺 地 町

七 戸 町

六 戸 町

横 浜 町

東 北 町

六 ヶ 所 村

お い ら せ 町

＜ 下 北 郡 ＞

大 間 町

東 通 村

風 間 浦 村

佐 井 村

＜ 三 戸 郡 ＞

三 戸 町

五 戸 町

田 子 町

南 部 町

階 上 町

新 郷 村

　資料　県統計分析課「平成26年度青森県県民経済計算・市町村民経済計算」

　　注：1 市町村民経済計算による市町村値の合計は、理論上県民経済計算の項目値と一致するが、端数処理の

　　　　関係上完全に一致するものではない。

　　　  また、上記の数値は、全て平成26年度確報（平成28年度公表）に基づいているため、４章１及び６に

　　　  掲載された平成26年度確報（平成28年度公表）による県民経済計算値と接続する。

　　　　2 四捨五入の関係で各項目値の計が合計値と一致しない場合がある。

　　　  3 基準年や推計方法の改定により、平成13年度まで遡って改訂したため、以前の年鑑の数値とは接続しない。

建設業
項　　目 産　業

不動産業 運輸業農　業 林　業 水産業 鉱　業 製造業



第４章 県民経済計算・市町村民経済計算

７ 市 町 村 内

電気・ガス 卸売・ 金融・

・水道業 小売業 保険業

県 民 経 済 計 算

＜ 市 部 ＞

青 森 市

弘 前 市

八 戸 市

黒 石 市

五 所 川 原 市

十 和 田 市

三 沢 市

む つ 市

つ が る 市

平 川 市

＜ 東 津 軽 郡 ＞

平 内 町

今 別 町

蓬 田 村

外 ヶ 浜 町

＜ 西 津 軽 郡 ＞

鯵 ヶ 沢 町

深 浦 町

＜ 中 津 軽 郡 ＞

西 目 屋 村

＜ 南 津 軽 郡 ＞

藤 崎 町

大 鰐 町

田 舎 館 村

＜ 北 津 軽 郡 ＞

板 柳 町

鶴 田 町

中 泊 町

＜ 上 北 郡 ＞

野 辺 地 町

七 戸 町

六 戸 町

横 浜 町

東 北 町

六 ヶ 所 村

お い ら せ 町

＜ 下 北 郡 ＞

大 間 町

東 通 村

風 間 浦 村

佐 井 村

＜ 三 戸 郡 ＞

三 戸 町

五 戸 町

田 子 町

南 部 町

階 上 町

新 郷 村

　資料　県統計分析課「平成26年度青森県県民経済計算・市町村民経済計算」

　　注：1 市町村民経済計算による市町村値の合計は、理論上県民経済計算の項目値と一致するが、端数処理の

　　　　関係上完全に一致するものではない。

　　　  また、上記の数値は、全て平成26年度確報（平成28年度公表）に基づいているため、４章１及び６に

　　　  掲載された平成26年度確報（平成28年度公表）による県民経済計算値と接続する。

　　　　2 四捨五入の関係で各項目値の計が合計値と一致しない場合がある。

　　　  3 基準年や推計方法の改定により、平成13年度まで遡って改訂したため、以前の年鑑の数値とは接続しない。

建設業
項　　目 産　業

不動産業 運輸業農　業 林　業 水産業 鉱　業 製造業

総 生 産（実額）

（単位：百万円）

サービス業

対家計民間

非営利サー

ビ ス生産者
情報通信業 第 ２ 次 産 業 第 ３ 次 産 業

平成２６年度 市

町村内総生産

再 掲 （ 税 等 控 除 前 ）
平成 ２５年度

市町村内総生

産

小　　計

輸 入 品 に

課 さ れ る

税 ・ 関 税

（控除 ） 総

資本形成に

係る 消費

税

政府サービ

ス 生 産 者 第 １ 次 産 業
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８ 市 町 村 民 所 得（実額）

（単位：百万円）

項　　　　目

県 民 経 済 計 算

＜ 市 部 ＞

青 森 市

弘 前 市

八 戸 市

黒 石 市

五 所 川 原 市

十 和 田 市

三 沢 市

む つ 市

つ が る 市

平 川 市

＜ 東 津 軽 郡 ＞

平 内 町

今 別 町

蓬 田 村

外 ヶ 浜 町

＜ 西 津 軽 郡 ＞

鰺 ヶ 沢 町

深 浦 町

＜ 中 津 軽 郡 ＞

西 目 屋 村

＜ 南 津 軽 郡 ＞

藤 崎 町

大 鰐 町

田 舎 館 村

＜ 北 津 軽 郡 ＞

板 柳 町

鶴 田 町

中 泊 町

＜ 上 北 郡 ＞

野 辺 地 町

七 戸 町

六 戸 町

横 浜 町

東 北 町

六 ヶ 所 村

お い ら せ 町

＜ 下 北 郡 ＞

大 間 町

東 通 村

風 間 浦 村

佐 井 村

＜ 三 戸 郡 ＞

三 戸 町

五 戸 町

田 子 町

南 部 町

階 上 町

新 郷 村

　     資料　県統計分析課「平成26年度青森県県民経済計算・市町村民経済計算」

　　     注： 1　人口１人当たり市町村民所得は、雇用者報酬、財産所得、企業の利潤等の合計を総人口で除したものであり、

　       　     市町村経済全体の所得水準を表す有効な指標であるが、個人の所得水準を表す指標ではないので、利用にあた

　      　      っては留意されたい。

　　　 　     2  また、上記の数値は、全て平成26年度確報に基づいているため、４章３及び６に掲載された県民経済計算値と

　　　　　      接続する。

　 　         3　基準年や推計方法の改定により、平成13年度まで遡って改訂したため、以前の年鑑の数値とは接続しない。

雇 用 者 報 酬
財 産 所 得

（ 非 企 業 部 門 ）

企 業 所 得

（法人企業の分配

所 得 受 払 後 ）

平 成 ２ ６ 年 度

市 町 村 民 所 得

人 口 一 人 当 たり

市町村民所得（千

円 ）

平 成 ２ ５ 年 度

市 町 村 民 所 得


